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１．はじめに 

京都議定書が発効し、下水道使用に伴う温室効

果ガス排出削減対策の必要性が増している。現在

把握されている下水道の使用に伴い排出される温

室効果ガスのうち、下水処理過程において発生す

る温室効果ガスは全体の11.9％（CO2換算）を占め

ており、決して無視できる値ではないが、未だ明

確な対応策は講じられていない(図1参照)。したが

って、本研究では、①下水処理施設から発生する

N2O量を把握し、N2Oの排出係数の算定を試みるこ

と、②下水処理過程におけるN2O発生量に影響を与

える要因を解明し、温室効果ガス抑制型の運転方

式を提案することを最終目標にしている。 

 

２．これまでの成果と今後の方針 

これまでベンチスケールの室内実験および様々

な処理方式（標準活性汚泥法、循環式硝化脱窒法、

嫌気好気活性汚泥法、疑似嫌気好気法、嫌気好気

法、OD法、MBR法）の実下水処理施設における現地

調査を行った。その結果、下水処理場から排出さ

れるN2Oは0.0-143.8 mgN2O-N/m3-流入下水 と現在

提示されている終末処理場の排出原単位160 

mgN2O-N/m
3を下回っていたが、日内変動が大きく、

ピーク時には500 mgN2O-N/m
3を上回る場合もあっ

た。またN2O排出量は同一反応槽内でも測定箇所に

より大きく異なり、反応槽中間部付近では流入・

流出部付近に比べ多くなることが本研究により明

らかになった。さらに、N2O排出量はSRT（汚泥滞

留時間）が十分ではない場合や処理水に亜硝酸性

窒素が残存している場合に多くなる傾向が見られ

た。一方、処理方式別にN2O発生量を比較した場合、

MBRで処理を実施している処理場ではN2Oの発生は

見られなかった。今後は、処理方式とN2O排出量の

関係解明を進めてメカニズムを解明し、各処理方

式に応じた排出抑制型運転方法を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．下水道事業における温室効果ガス（CO2換算）

排出割合と対応策 
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戦的課題である。たとえば、b)については、図1

からわかるように、数％オーダーではなく、少な

くとも数割オーダーの増強が求められる。成熟し

てきたと見える河川整備の技術体系から、このレ

ベルのイノベーションを達成することは容易では

ない。河川整備だけに頼らず流域での施策を展開

しようとするc)については、たとえば、今まで一

部流域で実践され効果を発揮してきた総合治水対

策を、規模や実質的な効果量について大幅に進化

させることが求められる。e)は従来実務において

は、少なくとも明示的には取り上げられて来なか

った概念である。 

４．気候変動適応研究本部を核とする研究の実施 

国総研は図2に示すような研究本部を組織し（平

成21年4月発足）、月2-3回の議論を重ねながら、

部や研究室を横断する形で、これら4つの方向を見

据えた研究課題に目的指向で統合的に取り組んで

いる。図2にはあわせて、実施中の研究課題とb)

～e)の関係を示している。その中のいくつかは、

本国総研レポートで個々に紹介され、それ以外に

ついても研究本部HPで内容が詳述されている2)。 

 b)に属する研究は、ダム洪水調節への降雨予測

の本格導入や河道・堤防管理の高度化など、既存

のインフラの活用法や整備・管理法に新しい技術

を持ち込んで活路を開こうとするものである。c)

の研究には、洪水氾濫を組み込んだ治水方式につ

いて、その実現が可能となる要件を精査し、実効

的な施策体系に昇華させることを狙ったものであ

る。d)の研究では、水害リスクの評価の多軸化・

高度化を図るというリスク把握からのアプローチ

と、XバンドMPレーダの豪雨監視への活用という

減災への革新的技術の導入というアプローチを採

っている。e)を含む全てにまたがる取り組みとし

て、「気候変動下での大規模水災害に対する･･･」

があり、上述の個々の研究成果の活用を前提とし、

適応策の設定・選択を支援する基盤技術となるよ

うに、それらを有機的に束ねていく主エンジンの

役割を担う。e)自体の方法論の具体化はまだ途上

であるが、「外力と起こりうる被害との関係にお

いて、1点の外力目標に着目するのではなく、関係

全体を考慮した施策フレームが重要」という認識

を出発点に議論を深めている。 

研究本部においては、本稿で主として取り上げ

た治水に関わる適応策だけでなく、利水や環境、

水循環の健全化も含めた適応策の検討も並行して

行っている。私たちが目指しているのは、気候変

動という新たに認識すべき河川・流域への

負荷という課題を奇貨として前向きに捉え、

社会状況変化も合わせて考慮しながら、長

らくの宿題の解決を図るという視点も持ち

つつ、我々が流域圏単位で本質的に保持す

べきシステムを明示し、それを実現する方

策を提示することである。 
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図２ 気候変動適応研究本部の体制と取り組んでいる研究 
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